
＜2011年＞

＜20１5年＞改革後
＜2015年＞改革前

社会保障に係る費用の負担の見通し

1

保険料

59.6兆円

（60％）

（GDP比 12.3％）

保険料

67.3兆円

（60％）

（GDP比 13.2％）

公費

45.1兆円

（40％）

（GDP比 8.8％）

公費

46.5兆円

（41％）

（GDP比 9.1％）

注１：棒グラフ中の数字は、「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。
（ただし、「Ⅱ 医療介護等 ②保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対
策」および 「Ⅲ 年金」の効果は、反映していない。）

注２：負担額は、年金において積立金を活用して、給付をまかなっているため、給付額と一致しない。
（対応する給付額は108.1兆円（2011年）、119.9兆円（2015年、改革前）、121.9兆（2015年、改革後）である。）

保険料

67.9兆円

（59％）

（GDP比 13.3％）

公費

40.0兆円

（40％）

（GDP比 8.3％）

【医療・介護】 【年金】

増

計 99.6兆円
（GDP比20.6％） 計 112.4兆円

（GDP比22.0％）

・総合合算制度

公費増
・国保の低所得者保険
料軽減の拡充等

・介護保険の１号保険
料
の低所得者保険料軽
減強化

・厚生年金の
適用拡大

・最低保障機
能
の強化

（高所得者の年金
給付の見直し（公
費減要因）と併せ
て検討）

保険料増
・被用者保険の適用
拡大

・介護納付金の総報
酬制導入

計 114.4兆円
（GDP比22.4％）

推計に含まれていない主な要因

・高額療養費の
見直し

（受診時定額負担の
導入（給付減要因）
と併せて検討）

・高額療養費の
見直し

（受診時定額負担の
導入（給付減要因）
と併せて検討）


